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Ａ．研究目的 
多剤併用は薬物有害事象の発生が多く、健

康状態に長期的な悪影響を及ぼす[1, 2]。生活

保護利用者（以下、被保護者）には、非受給

者と比較して、様々な慢性疾患の割合が多い

ことが報告されており、多剤併用は医療機関

への頻回な受診行動と関連があることから

[3]、被保護者の多剤併用は健康管理支援事業

の課題の 1つである[4]。そこで、被保護者の

多剤併用の要因を明らかにすることで、課題

解決の糸口になると考えた。 

本研究は、被保護者健康管理支援事業や医

療扶助適正化の取組を先進的に実践している

中核市 A の生活保護の基本台帳および医療扶

助レセプトや介護扶助レセプトなどのデータ

を活用して、被保護者の多剤投薬の実態とそ

の関連要因を明らかにすることを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 
2.1 デザイン 

本研究は横断研究である。 

研究要旨 
生活保護利用者（以下、被保護者）には、非受給者と比較して、慢性疾患の割合が多いこと

が知られている。また多剤併用は、医療機関への頻回な受診行動と関連することが報告されて

いる。そのため、多剤併用は被保護者健康管理支援事業の課題の 1つであるとされている。そ
こで、本研究は被保護者の多剤投薬の実態とその関連要因を明らかにすることを⽬的とした。 

⽣活保護の基本台帳および医療扶助レセプトや介護扶助レセプトなどのデータを⽤い、2021
年 4 ⽉から 2022 年 3 ⽉までの 1 年間に、同効の内服薬を 90 ⽇以上継続的に処⽅された 18 歳
以上の成⼈ 6,487 ⼈を分析対象者とした。分析の結果、被保護者において、約 7 割の定期受診

者が多剤投薬（6 剤以上）に、約 3 割が過度の多剤投薬（10 剤以上）に該当していたこと、ま

た 50-60 歳にそのピークが存在していることがわかった。さらに、不就労、障害ありといった

要因が、過度な多剤投薬が増える傾向と関連していること、市民参加が豊かな地域に住んでい

る被保護者では、過度な多剤投薬が少なくなる傾向と関連していることが明らかになった。し

たがって、成人の被保護者において、社会とのつながりやサポートが、多剤併用を減らす効果

がある可能性が示唆された。 
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2.2 対象者 

2021 年 4 月から 2022 年 3 月までの 1 年間

に、同効の内服薬を 90 日以上継続的に処方さ

れた 18 歳以上の成人 6,487 人を分析対象者と

した。対象者の選定は、ポリファーマシー

（＝多くの薬を服用することにより副作用な

どの有害事象起こすこと）研究で用いられる

対象者の定義 （＝定期的な服用をしている薬

がある慢性疾患を有する患者）(Bjerrum L, 

1997）を採用した。 

 
2.3 データ 

１）被保護者結合データ（6,487名） 

A 市の福祉事務所より、被保護者基本台帳

データ（年齢、性別、世帯構成、就労状況、

居住地域など被保護者の社会人口学的・経済

的状況に関する基本データ）、医療扶助レセプ

トデータ（傷病名、投薬内容、処方医療機

関、調剤機関など）、介護扶助レセプトデータ

（要介護認定の状況など）、健診・検診などの

受診歴データを個人単位で連結したデータ

（過去 3 年分）を使用した。また、6 剤以上

を多剤投薬、10 剤以上を過度な多剤投薬と定

義した。 

２）地域環境データ（7圏域、41小学校区） 

A 市長寿政策課、地域福祉課が実施した高

齢者福祉計画や地域福祉計画の立案のために

実施した地域環境に関するデータを利用し

た。これらのデータの中には、A 市が日本老

年学的評価機構（JAGES）と実施した調査の

データが含まれ、A 市の各圏域および小学校

区単位での地域ソーシャルキャピタル指標を

算出し、分析に使用した。 

 
2.4 統計解析手法 

本研究では、以下の２つの分析を行なっ

た。 

１）まず、被保護者の多剤投薬等の受療行動

に関する記述疫学分析を行なった。具体的に

は、被保護者あたりの投薬数の分布を確認

し、投薬数と年齢、性別、世帯構成、居住地

域のソーシャルキャピタル指標、処方医療機

関、調剤医療機関、傷病名などとの関連を記

述した。 

２）次に、マルチレベル多項ロジスティック

回帰分析を用いて、多剤投薬に関連する要因

を検証した。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究の実施は、大阪医科薬科大学の倫理

審査において承認されている。またデータ連

結にあたって、データ提供先が上記のデータ

に共通する独自のキーID を設定し、各ファイ

ルを接合できるように加工しており、個人が

特定できないような配慮として、研究機関へ

は個人情報を削除し、匿名化したデータが提

供されている。 

 

Ｃ．研究結果 
対象者 6,487 人の服薬数の分布を図１に示

す。服薬数が 1－5種類の者が 46.6％、6種類

以上の多剤投薬の者が 37.8％、またその内 10

剤以上の過度な多剤投薬の者が 29.1％であっ

た。 

18−39 歳、40－64 歳、65 歳以上の成人にお

ける多剤投薬の分布の記述統計の結果をそれ

ぞれ表１、表２、表３に示す。分析の結果、

多剤投薬（６剤以上）には約 7 割の定期受診

者が該当していることがわかった。また、10

剤以上の過度な多剤投薬は各年代で約 3 割に

発生していた。 

年代としては、一般高齢者集団では高齢者

以降に多剤投薬が多いのに対して、被保護者
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では 50-60 歳にピークが存在していることが

わかった。特に過度な多剤投薬（10 剤以上）

に関連する要因には、18-64 歳で独居、40 歳

以上で不就労、全世代で障害の認定ありが挙

げられた。過度な多剤投薬が観察される人で

は並列受診医療機関数が多いこともわかった

（つまり１か所で多剤処方されるより、複数

医療機関で多剤処方された）。すべての年代の

過度な多剤投薬において、併存疾患が多く、

またポリファーマシーの原因として知られる

潜在的な不適切処方（高齢者の薬物療法ガイ

ドラインに準拠）が多く含まれていることも

わかった。 

次に、多剤投薬に関連する要因について、

マルチレベル多項ロジスティック回帰分析を

用いて解析した結果を表４（40－64 歳）およ

び表５（65 歳以上）に示す。分析結果から、

不就労、障害ありといった要因が、過度な多

剤投薬が増える傾向と関連していることが明

らかになった。また、市民参加が豊かな地域

に住んでいる被保護者では、過度な多剤投薬

が少なくなる傾向と関連することも明らかに

なった。 

 

Ｄ．考察 
本研究から、被保護者において、約 7 割の

定期受診者が多剤投薬に該当していたことが

わかった。一般般高齢者集団における多剤投

薬の割合は 3−4 割であるため、一般集団と比

較しても非常に高いことが明らかになった。 

また、どの年代においても被保護者の約 3

割が過度の多剤投薬に該当していたことがわ

かった。一般高齢者集団では高齢者以降に多

剤投薬が多くみられることが報告されている

が、本研究の結果から、被保護者では 50-60

歳にピークが存在していることがわかった。

従って、被保護者においては、一般集団と比

較して、多剤投薬の割合が多いだけでなく、

ピークを迎えるのが早いという課題も明らか

になった。 

また、記述統計の結果から、過度の多剤投

薬は、独居、不就労、障害認定あり、並列受

診医療機関数の多さが関連していること、回

帰分析の結果からも、不就労、障害ありとい

った要因が、過度な多剤投薬が増える方向に

作用していること、市民参加が豊かな地域に

住んでいる被保護者では、過度な多剤投薬が

少なくなる方向に作用する可能性も示唆され

た。従って、社会とのつながりや社会的サポ

ートがあることによって、多剤併用を減らす

効果があることが示唆された。 

被保護者は、一般集団と比較して、慢性疾

患、障がい、機能障害などの身体状態が多

く、また医療扶助により無料で医療機関に受

診できる。そのため、異なる医療機関を複数

受診することも多く、処方薬が積み重なり多

剤併用になりやすいと考えられる。また、多

剤併用となると服薬管理が困難になり、服薬

支援が少ない状況においては服薬アドヒアラ

ンスが悪くなり、さらに治療改善を確認でき

ずに処方薬が増える可能性も考えられる。そ

のため、ソーシャルキャピタルをはじめとし

た、社会的な周囲のサポートが投薬管理に重

要であることが示唆された。 

現在我が国では、地域医療を促進するため

に地域ソーシャルキャピタル醸成を推進して

おり[5]、実際に地域介入プログラムとして社

会参加の場を展開して、低所得の参加群は非

参加群に比べて要支援・要介護認定発生率を

半分にしたという実績もある[6]。このように

社会参加は地域とのつながりを作ることで健

康にポジティブな影響を与えることから、先

行研究の結果を応用し、本研究結果を踏まえ

て、被保護者においても、社会参加の場を提
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供する仕組みを組み入れることで、地域の助

け合いをうみ、多剤併用発生を改善する枠組

みとなるのではないかと考える。また、多職

種で連携し情報を共有することで、並列受

診・並列薬局を未然に防いだり、また並列受

診・並列薬局が発生してしまっても多剤併用

を防ぐ仕組み[2]を、普及させていく必要があ

ることが示唆された。 

 

Ｅ．結論 
 被保護者において、一般集団と比較して、

多剤投薬および過度の多剤投薬が多いこと、

またそのピークが早い年代で発生しているこ

とが本研究結果から明らかになった。さら

に、不就労、障害ありといった要因が、過度

な多剤投薬が増える方向に作用しているこ

と、市民参加が豊かな地域に住んでいる被保

護者では、過度な多剤投薬が少なくなる方向

に作用する傾向にあった。従って、社会との

つながりやサポートがあることによって、多

剤併用を減らす効果がある可能性が示唆され

た。 
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表１．18−39 歳の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝264 人） 
    Number of oral  medicines 
 Total  1-5 drugs 6-9 drugs 10≦  drugs 
 N=26

4 
N=150(%) N=86(%) N=28(%) 

年齢      
18-29 102 82(80.4) 16(15.7) 4(3.9) 
30-39 162 68(42.0) 70(43.2) 24(14.8) 

性別      
女性  157 85(54.1) 55(35.0) 17(10.8) 
男性  107 65(60.7) 31(29.0) 11(10.3) 
世帯人数  

2 人以上  159 94(59.1) 51(32.1) 14(8.8) 
独居  105 56(53.3) 35(33.3) 14(13.3) 
就労（１年間）     
なし  230 130(56.5) 76(33.0) 24(10.4) 
あり  34 20(58.8) 10(29.4) 4(11.8) 
障害の認定      
なし  183 111(60.7) 58(31.7) 14(7.7) 
あり  81 39(48.1) 28(34.6) 14(17.3) 

CCI (median,  
IQR) 

 
0.0 (0.0-1.0) 1.0 (0.0-2.0) 1.5 (1.0-2.0) 

受診医療機関数  
(median,  IQR) 4.0 (3.0-6.0) 5.0 (3.0-8.0) 7.0 (5.0-10.0) 
PIMs   
なし  79 72(91.1) 6(7.6) 1(1.3) 
あり  185 78(42.2) 80(43.2) 27(14.6) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表２．40−64 歳の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝1677 人） 
 Total  1-5 drugs 6-9 drugs 10≦  drugs 
 N=167

7 
N=517(%) N=590(%) N=570(%) 

年齢      
40-49 343 122(35.6) 117(34.1) 104(30.3) 
50-59 870 277(31.8) 305(35.1) 288(33.1) 
60-64 464 118(25.4) 168(36.2) 178(38.4) 

性別      
女性  923 274(29.7) 317(34.3) 332(36.0) 
男性  754 243(32.2) 273(36.2) 238(31.6) 
世帯人数  

2 人以上  547 192(35.1) 175(32.0) 180(32.9) 
独居  1130 325(28.8) 415(36.7) 390(34.5) 
就労（１年間）     
なし  1397 392(28.0) 497(35.6) 508(36.4) 
あり  280 125(44.6) 93(33.2) 62(22.1) 
障害の認定      
なし  1066 366(34.3) 391(36.7) 309(29.0) 
あり  611 151(24.7) 199(32.6) 261(42.7) 

要介護認定      
なし  1580 499(31.6) 551(34.9) 530(33.5) 
要 支 援 -要介護

１  30 4(13.3) 12(40.0) 14(46.7) 

要介護２ -  67 14(20.9) 27(40.3) 26(38.8) 
CCI(median,  IQR)  1.0 (0.0-2.0) 1.0 (0.0-2.0) 2.0 (1.0-3.0) 
受診医療機関数  
(median,  IQR) 4.0 (3.0-6.0) 4.0 (3.0-6.0) 6.0 (4.0-9.0) 
PIMs   
なし  266 205(77.1) 45(16.9) 16(6.0) 
あり  1411 312(22.1) 545(38.6) 554(39.3) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表３．65 歳以上の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝4546 人） 
    Number of oral  medicines 
 Total  1-5 drugs 6-9 drugs 10≦  drugs 
 N=454

6 
N=1320(%) N=1905(%) N=1321(%) 

年齢      
65-74 1155 352(30.5) 488(42.2) 315(27.3) 
75-84 2114 642(30.4) 868(41.0) 604(28.6) 
85≦  1277 326(25.5) 549(43.0) 402(31.5) 

性別      
女性  2527 723(28.6) 1057(41.8) 747(29.6) 
男性  2019 597(29.6) 848(42.0) 574(28.4) 
世帯人数  

2 人以上  907 271(29.9) 365(40.2) 271(29.9) 
独居  3639 1049(28.8) 1540(42.3) 1050(28.9) 
就労（１年間）     
なし  4390 1244(28.3) 1844(42.0) 1302(29.7) 
あり  156 76(48.7) 61(39.1) 19(12.2) 
障害の認定      
なし  3618 1145(31.7) 1506(41.6) 967(26.7) 
あり  928 175(18.9) 399(43.0) 354(38.1) 

要介護認定      
なし  2179 774(35.5) 907(41.6) 498(22.9) 
要 支 援 -要介護

１  935 225(24.1) 391(41.8) 319(34.1) 

要介護２ -  1432 321(22.4) 607(42.4) 504(35.2) 
CCI(median,  IQR)  1.0 (1.0-3.0) 2.0 (1.0-3.0) 3.0 (2.0-4.0) 
受診医療機関数  
(median,  IQR) 4(2-6) 4(2-6) 6(4-9) 
PIMs   
なし  826 560(67.8) 212(25.7) 54(6.5) 
あり  3720 760(20.4) 1693(45.5) 1267(34.1) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表４．40-64 歳の多剤投薬に関連する要因：マルチレベル多項ロジスティック回帰分析 

   Model1 N=1626  Model2 N=1555 
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 B (95% CI) 
Age (Ref.  40-49)     

50-59 0.06(-0.25,  0.38) 0.24(-0.10,  0.59)  0.11(-0.21,  0.44) 0.25(-0.10,  0.61) 
60-64 0.31(-0.05,  0.68) 0.58(0.19,  0.98)  0.37(-0.01,  0.74) 0.60(0.20,  1.01) 

Sex (Ref.  Female)      
Male -0.15(-0.41,  0.11) -0.14(-0.42,  0.14)  -0.21(-0.48,  0.06) -0.19(-0.48,  0.09) 

Household composit ion (Ref.  Living together)  
Living alone 0.34(0.06,  0.61) 0.17(-0.12,  0.46)  0.33(0.05,  0.61) 0.18(-0.12,  0.47) 

Employment status (Ref.  Yes) 
Yes -0.46(-0.77,  -0.15) -1.00(-1.37,  -0.64)  -0.57(-0.89,  -0.25) -1.15(-1.52,  -0.77) 

Disabled (Ref.  No) 
Yes 0.24(-0.03,  0.51) 0.77(0.50,  1.05)  0.25(-0.03,  0.53) 0.77(0.48,  1.05) 

Functional  disabil i ty (Ref.  No)     
Support  needs 0.82(-0.33,  1.98) 0.88(-0.28,  2.05)  0.70(-0.47,  1.87) 0.76(-0.42,  1.94) 
Long-term care needs 0.35(-0.33,  1.04) 0.11(-0.60,  0.82)  0.28(-0.42,  0.98) -0.09(-0.83,  0.64) 

CCI  0.09(0.00,  0.18) 0.26(0.17,  0.35)  0.08(-0.01,  0.17) 0.25(0.16,  0.35) 
Health check (Ref.  No)     

Yes -0.69(-1.19,  -0.20) -0.82(-1.33,  -0.30)  -0.70(-1.19,  -0.20) -0.80(-1.32,  -0.28) 
Number of medical  
inst i tut ions/yr 0.04(-0.01,  0.08) 0.18(0.14,  0.22)  0.05(0.00,  0.09) 0.18(0.14,  0.23) 

Community-level  social  capital  variables (Daily l iving areas) 
Civic part icipation    -0.05(-0.18,  0.08) -0.21(-0.35,  -0.07) 
Social  cohesion    -0.01(-0.08,  0.07) 0.08(0.00,  0.15) 
Reciprocity    0.03(-0.14,  0.2)  0.04(-0.14,  0.22) 
Number of medical  inst i tut ions   0.01(-0.01,  0.02) 0(-0.01,  0.01) 
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表５．65 歳以上の多剤投薬に関連する要因：マルチレベル多項ロジスティック回帰分析の結果 

 
   Model1 N=4466  Model2 N=4379 
    
    
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 B (95% CI)  
Age (Ref.  65-74)     

75-84 -0.07(-0.26,  0.11)  -0.10(-0.31,  0.11)   -0.05(-0.23,  0.14)  -0.08(-0.30,  0.13)  
85≦  0 .04(-0.19,  0.26)  -0.02(-0.28,  0.23)   0.06(-0.17,  0.28)  -0.02(-0.28,  0.24)  

Sex (Ref.  Female)      
Male -0.05(-0.20,  0.11)  -0.10(-0.28,  0.07)   -0.06(-0.21,  0.09)  -0.12(-0.30,  0.05)  

Household composit ion (Ref.  Living together) 
Living alone 0.01(-0.17,  0.20)  -0.10(-0.31,  0.11)   0.00(-0.18,  0.19)  -0.10(-0.31,  0.11)  

Employment s tatus (Ref.  Yes)  
Yes -0.45(-0.82,  -0.09) -1.13(-1.67,  -0.58)  -0.45(-0.82,  -0.08) -1.21(-1.78,  -0.64) 

Disabled (Ref.  No) 
Yes 0.48(0.28,  0.68) 0.70(0.48,  0.92)  0.45(0.25,  0.66) 0.67(0.45,  0.89) 

Functional  disabi l i ty (Ref.  No)     
Support  needs 0.20(0.00,  0.41)  0.46(0.23,  0.69)  0.19(-0.01,  0.4)  0.45(0.22,  0.69) 
Long-term care needs 0.28(0.09,  0.47) 0.66(0.45,  0.87)  0.28(0.08,  0.47) 0.66(0.44,  0.88) 

CCI 0.18(0.13,  0.23) 0.29(0.24,  0.34)  0.18(0.14,  0.23) 0.29(0.24,  0.34) 
Health check (Ref.  No)     

Yes -0.47(-0.82,  -0.13) -0.11(-0.48,  0.25)   -0.48(-0.82,  -0.14) -0.14(-0.50,  0.23)  
Number of  medical  
inst i tut ions/yr  0.12(0.08,  0.15) 0.28(0.25,  0.32)  0.12(0.09,  0.16) 0.29(0.25,  0.33) 

Community-level  social  capi tal  variables (Daily l iving areas)  
Civic part icipat ion    -0.06(-0.13,  0.02)  -0.09(-0.17,  0)  
Social  cohesion    0 .02(-0.02,  0.07)  0.05(0,  0.1)  
Reciproci ty    -0.05(-0.15,  0.06)  -0.03(-0.15,  0.08)  
Number of  medical  inst i tut ions   0.00(-0.01,  0.00)  0(-0.01,  0)  

Note:  Results  in bold front  are s tat is t ical ly s ignif icant;  Ref. ,  Reference;  CI,  confidence interval ;  yr,  year;  CCI,  Charlson Comorbidi ty 
Index.  
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図１．分析対象者における服薬数の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


